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NPOふるさと回帰支援センター2015年の動向	 

NPO法人100万人のふるさと回帰・循環運動推進・支援センター	 

理事長	 見城	 美枝子	 

・	 ふるさと回帰支援センター出展自治体の増加	 

相談員配置自治体：５県→２９県１市	 

	 	 	 ・・・地方創生における人口減少対策としての位置づけ（即効性を求めて）

2015年度出展自治体一覧（東京情報センター：2016年1月1日現在）	 
専属相談員と相談窓口設置	 
従前より設置：福島県、山梨県、広島県、
新規設置：秋田県、山形県、富山県、福井県、静岡県、静岡市、和歌山県、山口県、高知県、宮崎県

専属相談員のみ配置	 
従前より配置：青森県、岡山県
新規配置：岩手県、茨城県、神奈川県、栃木県、群馬県、長野県、岐阜県、三重県、香川県、徳島県、愛媛県、	 

大分県、熊本県、長崎県、鹿児島県

展示パネルブースのみ設置	 
従前より展示：新潟県、新潟県長岡市（山の暮らし再生機構）、茨城県県北地域、長野県飯山市、

	 長野県駒ヶ根市、石川県、鳥取県、島根県	 	 
新規展示：北海道上士幌町、北海道函館市、愛知県、長野県大町市、富山県朝日町、滋賀県東近江市

 

展示パネルブース設置　　　　５県
専属相談員のみ配置　　　　１７県
専属相談員と相談窓口設置　１２県
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相談件数の増加の増加	 

 相談員配置自治体の増加による相乗効果	 

 移住相談会・セミナー開催数の倍増・・・136 回	 →	 302 回	 

 裾野が広がったことによる「漠然とした」相談の増加・・・個別相談よりも地域情

報を希望。情報収集の「見学」も増加。	 

 
 
 

相談件数の3年間推移（2013年~2015年/暦年）	 
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・	 地方移住への関心の高まり	 

 ふるさと回帰支援センターWEB サイトアクセス数が前年の 1.76 倍に 

	 

	 

	 

	 

	 

 ふるさと回帰フェア２０１５・・・来場者が過去最大の 14,000 人に 
 出展自治体も42都道府県300自治体に 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 メディア取材（2015 年 4 月~2016 年 1 月） 
 新聞：59件、雑誌：15件、TV：57件、ラジオ：7件、WEB：2件 
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【暦年別】月平均ＨＰアクセス数（ページビュー!月）

月平均

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

月平均 43,700 42,746 33,742 37,476 48,950 50,917 57,211 76,319 134,230

年間計 524,405 512,950 371,157 449,710 587,395 611,007 686,531 915,832 1,610,756
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・	 自治体の動き	 

 山梨県北杜市・・・2014年移住希望地ランキング 1位の山梨県内一番人気 
 これまで人気の高かった「中高年」から「子育て」世帯をターゲットに 

 市役所内に移住定住相談窓口の新設、相談員を配置 
 子育て世代向けマイホーム補助金を新設 

 
・	 新たな民間の動き	 

 全国に広がる「◯◯移住計画」・・・「京都移住計画」から全国へ 
 ＵＩターンの若者が自分たちで取り組み 
 身の丈にあった暮らし＋居場所づくり 

 「まちおこし」から「まちつかい」・・・既存ストックの有効活用 
 リノベーションスクール、空き家改修プロジェクト等が全国で開催 

・	 必要な支援策と規制緩和 
 「移住体験住宅」の旅館業法の適応除外 
 ニーズの高い就業情報・・・回帰支援センター内でハローワークの地方就労情報を 
 流動化しない地方の空き家を移住希望のニーズが高い賃貸住宅に・・・所有者の負担の

少ないサブリースの仕組みと地域でのコーディネートの仕組みづくり 
 多業・複業の支援・・・農山村型ワークシェアリング（ベーシックインカム的な収入源

の確保が前提） 

・	 今後注目のキーワード 
「継業」：移住者が地方で必要とされるローカルビジネスの後継者となる動き 
「孫ターン」：跡継ぎがいない祖父母のところに都会に住む 20~40代の孫が移住する動き 

写真 単独自治体で 100 名を超える参加者

を集める北杜市の移住セミナー 
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